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はじめに
　ソ連は、国家の廃絶という理念と、肥大化してしまった国家という現実とのコントラストによって
論じられてきた。現在、ソヴt’ト研究においては、ソ連国家体制の原型が作られたとされるスターリ
ン時代、特に1930年代に関心が集まる一方で、ゴルバチョフ書記長の「立て直し」路線が注目されて
・いる。そこにおいては、多くの実証的研究と現状分析がなされているけれども、ソ連国家の理論的研
究は、あまり論議されていないようである。そこで本稿では、従来の国家論の理論的成果を批判・検
討しながら、ソ連国家の動態を考察したい。
1　ソ連国家と自家論
　ソ連国家の基本的目標に関する説明は、ソ連自身によ’ってなされているものも含めて、次のように
区分されるであろう。　’
　A．資本主義（反社会主義）に対する闘争、搾取階級の抑圧
　B．資本主義国の包囲からの防衛、外からの脅威に対抗
　C．国内の利害の調整、社会の秩序維持　　　　　　　，　v
　D．経済的、社会的なサービスの充実
　歴史的に見れぽ、ロシア革命直後はAが強調され、一国での社会主義建設が進むにつれBが、そし
て次第にC、Dが強調されるようになってきた。とはいえ、全人民国家と規定されている現在でも、
搾取階級こそ存在していないが、反社会主義とみなされる事象（経済行為、政治行為）に対しては、
依然として、国家による直接的な抑圧が行なわれていることに変りはない。
　もとより、コミュニストとアナーキストの論争を旙くまでもなく、ソ連では、プロレタリアートの
独裁の国家を経ることは、理論的にも、実践においても、正当とされているのであるから、「資本主
義との闘争のための手段としての国家」という点に重きが置かれるのはいうまでもない。
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　しかし、現在に至っても、巨大な官僚組織、市民にコントロールされない軍隊、tt秘密警察など、
「国家暴力装置」の存在が歴然としている以上、’ソ連国家においては、革命政権による資本家階級ゐ
抑圧とは別の階級闘争が行われているのでばないかという疑問が出て．くるのは当然であろう。実際、
資本家階級の「復活」をみる国家資本主義論や党官僚を中心とした官僚階級の支配をみる官僚制社会
主義論、知識人・官原支廓論、経営者支配讃など、，様々．な支鴎階級の存在に関する問題が提起された
のは理由のないことではないのであるD。
　そうした問題提起の背景には、現在に至る暴力装置の存続だけでなく、スターリン時代の大量テロ
ルに代表される掬圧的自家と）構造を分析しようとする意図があったことはいうまでもない。・あれ程の
暴力装置は、誰によって、何のために操られていたのか、という素朴な問題が、その出発点であっ
た。また、ハンガリー、チェコスロヴァキア、ポーランドと、市民・労働者の生活に根ざした要求
が、大衆運動にまで発展し、それが軍という最高の暴力装置によって弾圧される事件が起きる度に、
同様の疑問が繰り返し生じたのも当然と言えるだろう。
　とはいえ、この論理は逆に言えぽ、抑圧が弱まると国家論自体が拡散してし｛く可能性を含んでい
る。例えぽ、現在のゴルバチ忌フ政権が1民主化と立て直し2）を正面た掲げ乱実際に政治犯釈放3）を
はじめとする数々の民主化政策をとると古階級闘争の事実を探し出すために、抑圧の事実を求めて、
個別の問題に取り組んでいかなけれぽならなくなる4）。このよう？s「新しL・階級」論にしても、そこ
で展開される薗家論は、支配階級の権力めための手段としてあ由家という畿論なのであり、対資本家
階級のための手段としてあ国家ど本質的には同じことになる。そこで、ここではまずこの手段とし
ての国家ということについて考えてみることにしよう。
加藤哲郎氏によれば・マルクス蟻国家識こおいては・「『伝統的モデル』ρ想定隣甲家をブル
ジョアジーの階級抑圧め道具とみなし、国家諸装置を抑圧・公安諸装置を中心とした『一枚岩』のヒ
’エラルキーとして把える道具主義的国家観の再検討♪）が要請さ；｝z‘　T狭義の国家から広義の国家へ」6）
の移行が叫ぼれているという。この動向を加藤氏の手際よいまとめにより若干紹介すると次のように
なる7）。　　　　　　　　　　　　　　　・　　‘　　　’”s”一　　　・　t’　lt’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　ドLl　　’　ミリパンド　　　’　　　　　　　　”：t　　　　’　　　tt　　　’　　　　　し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マ　　マ　　国家体系＝「政府、行政部、軍部および警察、司法部、地方政府、議会的議体」t
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ピジ　　政治体系＝「政党、組合N・教会、マスメディア、教育制度丸青年組織、ナショナリ．スト組織、企
　　　ネス　　　業組織などゴ　’　”　7　7　P　　　　t・　”：　）…・
　ブーランツァス（1969年）’」　　’
　　「国家抑圧装置」（政府、軍隊警察く裁判所、行政）
　　「国家イデオロギー装置」（教会、政党、組合一但し革命的政党ζ労働組合組織を除く一学
　　　校、マス・メディア、ある点では家族）L
　プーランツァス（1974年）　　　　”　　　　　　　‘∵
　1「国家抑圧装置」（軍隊、警察く監獄｛司法部、文官）’　　　　　　　－t
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　　「国家イデオロギー装置」（学校など教育的、教会など宗教的、ラジオ・テレビ・新聞など情報的、
　　映画館・劇場・出版社など文化的装置、階級協調の労働組合装置、ブルジゴア・小ブルジョア諸
　　　階級、ある点では家族）
　田口富久治
／i黙錘論・
　加藤　哲郎
　　「抑圧・公安諸装置」
　　「経済・財政諸装置」
　　「福祉・文化諸装置」
　　「人民代表諸装置」
　これに従えぽ広義の国家論とは、国家抑圧装置の実体としての権力を柱として、そのまわりにイデ
オロギー的権力を付け加えた上に、現代先進資本主義国家から様々な機能を抽出して補足することに
より、拡大された国家論であるようにみえる。しかし、このようなことが、国家論を深化させている
ことになるといえるだろうか。
　国家を共同体一即一国家（広義）と共同体一内一国家（狭義）の統一としてとらえた滝村隆一氏に
よれぽ、広義の国家とは、階級権力から独立し、それをも束縛する市民社会全体の秩序を維持する政
治的権力であり、その歴史的展開から考えても、対外的な反応から大きな影響を受けるものをさして
いる。つまり平易な言い方をすれぽ《市民の安全を外国の攻撃や国内の無秩序から守るために国家が
あるという．「常識的」な国家観に近いものといえよう。だからこそ滝村氏は｛広義の国家と狭義の国
家を区別した定義を、「初心者向きのわかりやすい形式的規定を、わざわざ提出」8）したのだと述べ、
「もっばらく広義の国家〉論として展開されてきたブルジョア国家論」9）とか「ヘーゲルその他の観念論
者は、もっぱら〈広義の国家〉論を展開し、喧伝し」10）たとかいう表現を使ったのである。つまり、
三浦つとむ氏の言葉を借りれば、「ブルジョワ学者は、国家意思が個々の特殊利害を超えた『一般』
利害として成立することや、階級から『独立』した存在であることを大いに強調して、全体として何
者の要求が反映しているか、従って国家権力は何者の利益のために役立っているかを無視している。
これに対して現在のマルクス主義者は国家権力が支配階級の抑圧の機関であることを大いに強調する
だけで、階級的な要求を一般的な・全体的な利害のかたちで国家意思として成立させるという国家意
思の形成の分析を怠り、国家権力との間の有機的な関係を無視するといつ、いわぽ裏がえしのあやま
りにおちいっていると言えるのである。」11）
　これらの指摘にもあるように、国家の動態を研究するためには、社会の中で最も影響力のある支配
層の意思と、社会の成員全体の利害を貫く一般意思との複雑な関係を探ることが必要であろう。例え
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ぽ「暴力装置」としての軍と警察を考えてみても、それらを単に並置して論じるわけにはいかないだ
ろう。軍は最大の暴力装置として、クーデターから警察の代理など、国内の政治に対して犬きな影響
を与えることはもちろんであるが、ではなぜ軍がそれだけの暴力装置であるかと言うと、対外的対応
の手段としての有効性に、その本質があるからである。だからたとえ一部の支配層の利害によって戦
争が起こされ、軍が使われたとしても、特に軍の公共性を強調しなけれぽならないのは、そのためで
ある。
　これに対し警察は、国家が求める国内的秩序の維持と回復をその主な機能としている。例えぽ、ソ
連における異論派をめぐる状況をみてみよう12）。政府の求める秩序維持政策の具体的なあらわれとし
て、文化政策、宗教政策、労働政策など様々な政策がとられる。それらは、程度の差こそあれ、社会
の現状と将来のヴィジョンをふまえたものであり、国民の意識、不満をそれなり’に考慮したもめでは
あっても、社会の側から、様々な異論や反対行動が起こることになり、そめ中で非合法とされるもの
が、暴力装置である警察によって弾圧一 ｳれることになる（図1）。
　スターリン時代のように、新しい秩序を短期間で導入しようとすれぽ、厩大な反秩序と無秩序が、
それに対する暴力装置と絡み合った姿で現われるのであるから、〈自由〉や〈無秩序〉が観察される13）
のは当然といってよいだろう。ソ連においては、’経済犯罪や政治犯罪を含めた、資本主義（反社会主
義）に対する闘争には、KGB（国家保安委員会）が、また、国内の秩序維持や利害調整には、民警
や司法、行政が大きな役割を占めることになる。そして一方、軍は外からの喬威に対抗する役割を
持つ。
　国家権力による暴力的なものをいっしょくたにして、「国家暴力装置」として国家論の中心セと据え
るのではなく、政策（とその背景）→社会の反応→暴力装置、という視点を考慮しておけぽ、抑圧の
強弱に従って、国家の本質論を左右させることがなくなるであろう。そこで次章では、ソ連における
地下経済の問題を手がかりとしで、’ソ連国家の動態を考察しようと思う。
皿　求められる秩序とそれに対する反発一地下経済14）を手がかりとして一
　ナチ・ドイツとスターリン期のソ連の社会を比較分析したピエール・アンサール（Pierre　Ansart）
は次のように述ぺている。　　　　　．　’　　j　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－112一
図2
図2． ? 家
?
経済政策
地下経済
社 会
暴力装置
　「広い観点からみると、国営の生産組織、つまり官僚主義的鈍重さと無秩序によって引き起こされ
た欠乏は、公式の新聞が何度も告発した経済的逸脱の諸形式を生み出した。これらの新聞は、共同財
産の様々な盗み、使い込み、買占めと、法廷でのそれらの判決を詳しく報じていた。重L・刑罰、死刑
判決は、不法な生産、不法な販売、物々交換や闇市から生じた禁じられた交換に関する行為の広がり
を際立たせている。この行為や判決を調べてきた研究者たち（Patrick　Meney，　La　Kleptocratie；la
d21inquance　en　URSS，1982参照）は、官僚化の産物であり、抑圧されるべきものとしてとどまっ
てはいるが、ある程度まで官僚化を矯正するr地下経済』（6c・nomie　para11さ1e）の両義性を明るみ
に出した。この『地下経済』のおかげで、それに従事している人々は、経済的拘束に対して策を講じ
ることができ、そしてある程度まで官僚化の弊害を免れることができたのである。」15）
　このように、ソ連の政策が地下経済を生み出し、それに対して暴力装置が使われながらも政策の欠
陥を補っていることになる（図2）。例えぽトルカーチ（TonKag）〔「押し屋」（過剰在庫をかかえる
経営者とそれが足りない経営者とを引き合わせたりして生計をたてている）〕が「『資材・機械補給』
システムの硬直性を弱める、ヨリ広範な物々交換網の一部をな」しているように、ソ連の地下経済の
代表的存在である「トルカーチ、スペクリィンティ、レヴァキー押し屋、投機師、内職者一の活
動を合わせたものが、経済の計画化セクター内の調整の一バロメーターになっている」のである。そ
れゆえに、「改革が各企業に自分自身の仲介者としての機能する権限を許しただけ、トルカーチの必
要はそれだけ減少」することになるのである16）。この考えを更におしすすめたのは、アラン・ブザン
ソン（Alain　BesanCon）である。彼はソ連の生産部門と消費部門を三つのカテゴリーに分け、（’1．
国家＝党権力のための部門、ll．計画部門、皿．合法性に従って分割された、いわゆる「資本主義の
遺物」）、それらがすべて相互補完していることを論じた17）。
　「したがって資本主義（同等に現実）を破壊しなけれぽならないという原則は、もう一つの原則、
すなわち権力が物質的政治的基礎のなかで脅かされないためには資本主義（同等に現実）を十分に維
持しなければならないという原則によって二重になっている。」18）
　それではここで、地下経済発生の原因について考えてみることにする。ポーランドの経済学者マレ
ク・ベドナルスキー（Marek　Bednarsk量）の論文を紹介した森田憲氏は、地下経済の発生の原因とし
て次のことを挙げている19）。　　　　’
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　①高率の租税およびその他公課（労働者に低賃金感を与え、地下経済を税金逃れの場とするこ
　　と）
　②消費財市場における慢性的な超過需要の存在と貨幣の超過供給（行き場のない貨幣が地下経済
　　に流れること、財と貨幣との関係を価格の運動を通して調整していく機構が欠けていること）
　③国営企業の現状の不健全さ（在庫管理、労務管理のずさんさ）．
　また、ソ連の地下経済に関する欧米の諸論文を手際よくまとめた佐久間邦夫氏によると、発生の原
因は次のようになる20）。
　①巨大な官僚制機構（経済活動が命令的、行政的方法で管理され、賄賂、汚職の構造を生むこ
　　と）
　②規律低下（公共財産を窃取する風潮）
　③　無責任体制
　④勤務時間の盗み　，
　⑤計画の無計画性
　⑥低賃金構造と消費物資サービスの欠乏
　これらの原因を大きくまとめると、官僚的非効率及び規律の低下、高税・低賃金、そして品不足と
いうことになろう。この中でも、ソ連において地下経済を生み出す主要因は、品不足であると考えら
れる21）。ゴルバチョフ書記長も次のように述べている。
　「都市や農村で、住宅や家電製品の修理、靴や衣服の裁縫が、とても困難な問題になっていること
は、正常なことといえようか。
　この領域に、一種の『地下経済』が生じているのは偶然ではない。中央統計局は、住民はサービス
を満足させるのに、年に約15億ルーブルを個人に支払っている、と計算している。」22）
　このよう．な事態をなくすために、ソ連では1987年5月1日から、「個人営業法」が導入され、靴、
家具の製造、自動車の修理、白タクなど29の職種の個人営業を合法化した23）。このような「大胆な」
経済改革が行なわれたことは、不足の原因として、社会主義経済メカニズムに機能不全があると考え
られていることを示しているbしかし、本稿では、地下経済を生み出す不足の根本的原因として、国
家の基本政策としての資本主義に対する闘争があったことを示そうと思う。
　ロシャ革命後、ソヴェト政権は私的資本に対する闘争を開始した。戦時共産主義下では自由取引や
投機に対し、銃殺を含む厳しい弾圧を課した。現在のKGBの原型であるチェーカー（qK）が、「反
革命・サボタージュおよび投機取締委員会」という名称だったのも、そのことをよく物語っている。
しかし、食糧独裁といわれる厳L．い穀物調達や配給制は・むしろ地下経済を発達させた。「崩壊は全
面的だった。再建の優先順位もまた全面的でなければならなかった。しかし・巨大な非合法的地下経
済は、それを統制しようというあらゆる努力を無にして資源を吸い尽し、機関とプロレタリアートと
を同じように堕落させてい垣。」24）そして、「自由な商品交換のすさまじい要求はどんな商業でもいっ
たん合法化されるや（1921年3月）それは雪ダル「7のようにふくれあがり、・制限を乗り・こえてL．ま・う
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ようなものであった」25）のであり、市場に譲歩するような形でネップに移行したのであった。
　ネップ以降も、私的資本に対する闘争は続けられたが、そこでは弾圧よりも価格、租税、信用など
を通じた経済政策が、市場支配手段としてとられたのであった26）。特にその中でも価格政策は「激烈
な階級斗争の武器」27）として重視されたのである。それは要するに低価格の公的セクターにより、高
価格の私的セクターを駆逐しようとするものである。そしてこの低価格政策の背景には、「マルクス
の労働価値論から導出された要請」があったことに注目しておかなけれぽならない。つまり、マルク
スから、生産力の発展→労働生産性の上昇→価値したがって価格の低下、という図式が引き出され、
「価値上昇は、資本主義の典型的現象であり、社会主義経済では、けっして特徴的なものになりえな
いという見解」28）が一般的なものになったのである。それに加え、低価格こそ、労働者のための施策
である、という理念が存在したのである29）。
　しかし実際には、高価格でも地下経済が存在するという現実を無視した公的セクターでの価格引下
げは、むしろ私的セクターでの地下経済を発展させる結果を生んだのであった。なぜなら、生産の側
の現状を無視して、不足している品物を低価格におさえたため、更に不足に拍車をかけることにな
りv必需品を手に入れるため高価格を支払らわなけれぽならなかったのである。A．　N．マラフェーエ
フ（A．H．　Ma”atPeeB）は、「不当に低められた小売価格によって社会のこうむる損害」として次の
ものを挙げている30）。
　①不足商品を探し求めてそれを得るために行列する時間の損失
　②投機を生み出し、住民の若干部分を社会的有用労働からそらせること
　③原料の低価格を前提にするため、原料生産部門でのホズラスチョート（独立採算制）の強化そ
　　の他多くのごとがらを阻害すること
　また、チコシューナジ・ベーラ（Csik6s－Nagy　B61a）は企業側の反応として、
　①生産物の改変が速められたこと（固定公定価格のため、価格の高い新製品を出したがる）
　②損失を伴ったり、利潤の少ない生産物の生産を止めたこと（不足財の数の増加）
　③不変の価格のもとで品質を悪くしたこと
を挙げている31）。
　低価格政策は、不足と低品質を生み出し、そのための貨幣過剰により、むしろ数字上には表れない
．「抑圧されたインフレ」を発生させたとも言えるだろう32）。
　このような事象に対して、フルシチョフは1962年に、食肉の小売価格引上げは、住民にとって有利
であるとして、次のように演説した。
　「今までの食肉価格水準を維持するならぽ、わが国の食肉生産は増加しないであろう。そうなれぽ
食肉の需要と消費がふえるにつれて、食肉の取り引きのための、食肉投機のための基礎が大きくなる
ことになり、その結果、消費者は、その需要を国営商業をとおしてある程度みたすにしても、主とし
て、市場においていっそう高い価格で肉を買うほかはなくなるであろう。このようなことは、国家に
対して損害をもたらすとともに、都市住民にとっても大きな損失をもたらすものであろう。」33）
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　スターリン死後に起きた、東欧やソ連国内での暴動の引き金となったのが、食肉等の価格引き上げ
であることを考えれぽ、基本物資の低価格は、社会主義の理念として一般的にコンセンサスを得てい
たともいえるだろう。しかし、ソ連社会は、そうした理念そのものによって不足が構造的に引き起こ
されるというジレンマを内包していたのである34）。
　社会主義の理念に基づいて、資本主義との闘争という役割を担った経済政策は、自然発生的な地下
経済を生み出した。ソ連国家が、これを資本主義の残津として強制的に排除しようとしたことは、国
家暴力装置の肥大化の大きな原因の一つといえるだろう。本来は、経済政策において資本主義に対す
る闘争を行ない、暴力装置は副次的なものであったはずであるが、理想主義的熱狂と一党制による中
央集権化がもたらす情報の歪みは35）、政策の失敗を社会の側に帰することになり、国家の肥大化を招
いたといえよう。
皿　経済的力テゴリーの復権と国家の変容
　ゴルバチョフ書記長は、1987年6月25日のソ連共産党中央委員会で、「経済管理の根本的立て直し
に関する党の課題について」という演説において、ソ連社会の食料、住宅、消費、サービスなどの面
で、問題が山積みされていることを訴え、次のように述べた36）。
　「現在の管理システムの基礎は、既に30年代に作られた。……これらの課題（急速な工業化）を解
決するために、国民所得における蓄積（貯蓄）の役割の強化が必要とされた。第二次五ケ年計画の初
めには、それは30％を越えて、20年代末のレヴェルの二倍、革命前のロシアの何倍にもなった。国民
所得の約60％が、国家予算を通して再配分された。この臓大な財源が、何よりもまず重工業の発展に
集中的に向けられた。まさにこのような目的で、厳格な集権制、詳細にわたる作業規定、指令として
出される課題、予算割当に基づく管理システムが作られたのである。……管理の集権的な性格は、戦
時中に更に強化された。基本的にはそれは、戦後の復興の条件でも維持されたのである。」
　ゴルバチョフ書記長は、このように現在の管理システムの根源を総括しく卸売・小売価格をも含ん
だ価格形成の根本的な改革と、財政、融資、貨幣流通等の分野での改革の必要性を強調したのであ
る。価格形成の問題に関して言えぽ、既に50年代末から60年代にかけての改革で、実状を無視した価
格を改め、価格決定権を分権化すること37）が論議されたのであるが、今回の改革は、前回の議論の不
徹底さを是正するとともに、市場を重視した価格形成機能の強化を狙った1980年のハンガリーの価格
再編成38）を見習う所まで進むことも考えられる。
　この価格形成の改革は、当然のことながら税制と補助金制度の改革を伴うことになる。というの
も、工業卸売価格に加算された「間接税」ともいうべき取引税（Hanor　c　o60poTa）が、価格形成
に大きな役割を果たしてきたからである39）。それまでの消費税と営業税を合わせたといえる1930年の
税制改革によって発足した取引税の税率は、「需給の調節の役割を果し」「あたかも自由市場の価格の
機能を代行する如き役割が与えられ」’ただけでなく、例えぽウォッカには90％近くで教養的財貨には
低率を課することによって、社会政策的視点が反映していたのであった40）。また日本の大型間接税導
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入に関する議論でも問題になったが、取引税は国家による統制がやりやすい、という面ももってい
る。
　ここで取引税の本質規定にこだわらず41）、財政の面から見て、取引税をプラス要因、補助金による
価格補填をマイナス要因とすると、価格を原則として市場にまかせようとすれば、国家統制がやりや
すい取引税と、補助金による価格補填42）を見直す必要がでてくる。国家歳入の面では、直接税ともい
える、企業に対する利潤控除や所得税率を上げることにより、取引税の減少分は補われるが、企業へ
の補助金の代わりとしては、金融機関の役割が再検討されることになる43）。
　L・ブラギンスキー（JI．　BparHHCK曲）は、経済管理のメカニズムの立て直しのプロセスの問題
が、伝統的なものと非伝統的なものに分けられ、価格形成の問題は前老であり・新たなテーマとして
銀行の活動の改革を論じるべきだ、と述べている44）。それによると、銀行の取引額は彪大な大きさに
なっているにもかかわらず、その国民経済に与える影響力は弱い、としている。そして、世界の先進
諸国の銀行の主要な仕事として、融資先の調査・選定や利子率の決定などがあることを挙げながら、
社会主義における銀行とその融資の役割を見直すように訴えている。例として、建設業が現在悪い経
営状態にあるにもかかわらず、投資銀行（CTpoti6aHK）は巨大な利益を上げていることを指摘し・
「銀行は、負けない競技を行なっているのであり」、「倒産する」可能性で脅かされることもない、ど
批判している。経済に対する銀行の役割を強化するためには、国家予算の役割を銀行の融資で代行す
るだけではためで、銀行自体が、金銭の上でも、権限の上でも、独立した地位を占めていなけれぽな
らないのであるから、銀行の役割が重視されても、国家の政策に従属していては、改革は効を奏さな
いともいえる。田中壽雄氏は次のように論じている。
　　「中央銀行の健全性の意味は、適正な利潤をあげて預金者を保護して安全な資金繰りがなされれば
よいとする市中銀行の健全性（健全経営）とは異なり、政府の干渉を排除し、独自の金融調整を行な
うことが可能か否かということである。中央銀行が政府の圧力に屈してその要求どおりに貸出を行な
えば、通貨を増発してインフレを激化させ、通貨価値の安定を目的とする中央銀行の経営の健全さは
破綻する。
　社会主義国では、固定価格性を維持するため、政府は多額の補助金を財政から支出する。結局、政
府は中央銀行から借入れを行なわざるをえなくなる。これは社会主義国の中央銀行固有の問題であ
る。
　中央銀行が国有化されているのは、社会主義国に特有なことでなく、西側先進国の場合でも国有化
されている中央銀行は少なくない。中央銀行が第二次世界大戦後に国有化されたイギリスでは、現在
でも大蔵省のイングランド銀行に対する圧力が問題となっている。ましてや社会主義国では、中央銀
行は政府機関そのものであり、政府の干渉は大きいものと思われる。にもかかわらず近年、社会主義
国でも金融が重視されて、中央銀行総裁が格上げされて、大臣扱いになるようになったことは、注目
される。」45）
　このような問題をはらみながらも、社会主義社会における銀行の役割は再検討され、確固たる地位
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が与えられていくようである。
　次に商業について考えてみよう。現在、需要と供給のバランスを取り、品不足や行列、そして低品
質製品の在庫の増大などの否定的現象をなくすために、商業の役割の見直しが図られている46）。現在
のシステムでは、生産企業が、売れる売れないにかかわらず、目標の数字のために生産しようとする
ために、消費者の利益はほとんど顧みられることはなかったのである。ソ連においては、1931年に私
的商業が廃絶され、すぺて国営商業及び協同組合商業に置きかわるという変動があった。その中での
私的商業に対する闘争の厳しさをコンスタンチン・サイミス（Konstantin　Simis）は次のように描
写している。
　　「……ソ連では、商品を買い、それを販売して利潤を上げることは、それが国家によって行なわれ
るときにのみ、商業と呼ぼれる。この活動が私的な個人によって行なわれるとき、それは“投機”と．
呼ぼれ、刑事訴追の対象となる。
　ソ連国家はその成立の当初から、投機反対の闘争に熱心であった。この闘争は、刑事罰一ときに
は死刑をもふくむ一と、プロパガンダを通じて展開されてきた。
　新聞・雑誌の記事や小説、ショート・ストーリー、映画、演劇は、革命の敵の繊滅に仮借なく闘っ
た栄光のチェーカー職員への賛歌を歌い、一方で“小さな企業者”や“投機師”を徹底的に非難して
きた。
　私は一九二〇年代に書かれたあるメモワールのなかで、鋭い、そして悲痛な観察に出くわした。
（そのメモワールの）筆者は、ソ連体制が、民衆のなかに、人を処刑することは名誉であることであ
り、商業に従事することは恥ずぺきことであるという観念をいかに急速に植え付けたかに、驚きの念
を表明しているのだ。」47）（括弧内引用者）
　もちろん、いわゆるソヴェト商業は認められてきたものの、その経済に占める地位は低いものであ
り、積極的役割は認められてこなかったのである。現在の改革のプロセスの中で、商業に従事してい
る労働者の地位向上が叫ぼれたり48）、革命七十周年として、レーニン全集から、商業の重要性を述ぺ
た言葉が集められ、商業専門誌に掲載される49）のも、そのような軽視を物語っている。現在の改革で
は、従来あまり顧みられることのなかった生産に対する商業の影響力を強化しよう、といわれている。
つまり、商業は、消費者の利益の表現者としての役割を担い、品目や質の決定に影響を与える一方
で、経済に対して、それなりの責任を負うぺきであり、品不足等を生産側のみのせいにはできないよ
うにしようとする意志がここにはあらわれているといえよう50）。
　またハンガリーでは、1983年から債券市場を発足させ、利子を高く（預金の5％に対し11％）する
ことにより、「これまで眠っていた個人資金が活用され経済成長を大きく促進」するため、これまで
総額2億ドルに達する債券を発行した51）。ポーランドにおいても、債券市場の開設が検討されている
という52）。現在のソ連での経済改革が、債券市場の見直しにまでいくことはないようだが、価格形成
及び市場の問題から始まり、金融、商業等と、今まで資本主義的なものとして軽視されていたともい
える経済的カテゴリーの根本的見直しと役割強化が主張されている。もちろんそれは、社会主義体制
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及び計画経済の機能を改善するためにとられている施策である53）が、「資本主義に対する闘争の手段
としての国家」の役割が弱められたことを示しているともいえるだろう。
おわりに
　ソ連が資本主義に対する闘争を政策の中心に据えた背景には、社会主義が資本主義よりも歴史的に
準んだ体制であるという考えが存在したはずである。その文脈の中で、資本主義的とみなされた事象
は、経済的なものであれ、政治的なものであれ、次々と「有罪判決」が下され、国家によって強制的
に排除された。しかし、これまでとりあげてきたように、高価格政策を始めとして、市場、利潤、商
業、金融等が排撃されたのは、経済を社会的にコントロールナるために有効であると科学的セ『実証さ
れたためというよりも、むしろ社会主義を求める倫理的要求が科学的体裁をとったがゆえになされた
ともいえるだろう。経済的分野に限らず、政治的分野においても、ブルジョア的．とレッテルをはられ
た多くの事象激撃された．論ρ舳や批判の自由な肋人権から、複数騨制や多数政党thlJなど
の制度まで、社会主義にそぐわないものとされたのである。また宗教や芸術をとってみても、同じよ
うに社会主義的なものと反社会主義的なものに識別されたのである。
　ソ連において、資本主義に対する闘争の手段としての甲家の役割が低下し、様々、な経済カテゴリー
が復権することによ帆「集団の噴出」がみられるようになれば、それに従い集団間の利害の対立も
増大していくことになるだろう。そうなれぽ、今度は利害調整のための国家の役割が増大していくこ
とになるが、・ゴルバチョフ書記長のいう「民主化」をおし進めるためには、政治的分野での様々なカ
テゴリーの復権が重要な鍵となる準ろう。
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